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§１ 概要 

  

本編は、部材耐力の部分係数を求めて保有性能を求めて構造部材の安全性を評価する手法に関する調査

研究成果の中で、今後の部分係数算出方法の参考となる手法について取りまとめたものである。性能照査

型の設計法では、構造物の限界状態を明確化し、その信頼性に基づいた部分係数の設定が不可欠となる。

本委員会では、このような観点から、構造物の信頼性を考慮した部分係数の設定や安全性の評価に関する

取り組みの中で具体的な設計法に結びついている手法について調査研究を実施した。 

 まず、§２では、土木研究所資料第 4090 号で発表されている「鋼材料・鋼部材の強度等に関する統計

データの調査」に基づいて設定した信頼性を考慮した試設計を実施し、現行道路橋示方書に準じて設計し

た非合成プレートガーダーの試設計断面と比較検討している。 

 §３では、我が国における限界状態設計法の黎明期において、鋼構造物の設計式を限界状態設計法準じ

たフォーマット（いわゆる SGST フォーマット）で表現した東海鋼構造グループの研究成果を、それ以

降に実施された実験結果などを加えたデータを用いて再検討している。 

 §４では、部材係数の算定時における課題の抽出を目的とし、前出の土木研究所資料に示された実験デ

ータを SGST フォーマットにより整理している。 

 以上の検討をふまえ、我が国の設計法を、部材係数などの部分係数を信頼性に基づいて設定し構造物の

安全性を照査する設計法に移行する際の課題を抽出する。 
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§２ 土研資料に基づく試設計 
 

本章では，土木研究所資料に基づき，部分係数設計法を用いた非合成プレートガーダー橋の設計例を示

す．まず，許容応力度設計法により非合成プレートガーダー橋を試設計し，FORM 法により限界状態ご

との信頼性指標  を算出する．また，算出した信頼性指標  をもとに目標信頼性指標 T を設定する．次

に，設定した目標信頼性指標 T を用いて，設計値法により部分抵抗係数 R を算出する．最後に，この部

分抵抗係数 R を用いて部分係数設計法に基づいた試設計を行い，得られた断面性能について現行の許容

応力度設計法による結果と比較する． 

 

２－１ 非合成プレートガーダー橋の断面の仮定 

設計に用いた非合成プレートガーダー橋の断面構成は以下の図-2.1.1 のとおりである．表-2.1.1 に断面

寸法を示す．鋼材には SS400 を使用し，スパン長 L は 30m とする． 

 

図-2.1.1  非合成プレートガーダー橋の断面 

 

表-2.1.1 断面寸法 

スパン長 30m 車道幅員 660cm
床版厚 20cm 舗装厚 8cm
路肩幅 80cm 歩道幅 90cm
地覆幅 120cm 地覆高さ 25cm

主桁間隔 350cm 高欄位置(路肩端から) 90cm
  仮定鋼重 2.18kN/m2 

 

２－２ 作用断面力の算出 

(1) 死荷重の算出 

表-2.1.1 に示す断面寸法より外桁，内桁それぞれに作用する死荷重を算出すると，外桁に作用する死荷

重は 38.91kN/m，内桁に作用する死荷重は 21.15kN/m となる． 
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(2) 活荷重の算出 

(1)と同様に外桁と内桁それぞれに作用する活荷重を算出する．荷重は L 荷重のうち B 活荷重を適用す

る．このとき主載等分布荷重 p1は，曲げの場合 10 kN/m2，せん断の場合 12kN/m2となる．これより外

桁に作用する活荷重はそれぞれ 30.02 kN/m，36.02 kN/m となり，内桁に作用する活荷重は 42.75 kN/m，

51.29 kN/m となる．また等分布荷重 p2および歩道に載荷する群衆荷重は 3.5 kN/m2であり，これより外

桁に作用する活荷重は 14.60 kN/m，内桁に作用する活荷重は 14.96 kN/m となる．なお，衝撃係数 i は

0.25 とする． 

 

(3) 最大曲げモーメントおよび最大せん断力の算出 

 (1)，(2)で算出した死荷重+活荷重より，外桁と内桁それぞれの断面に作用する最大曲げモーメントおよ

び最大せん断力を算出すると，表-2.1.2 のようになる．曲げモーメントはスパン中央で最大となり，せん

断力は端部支点上で最大となる． 

 外桁に作用する曲げモーメント・せん断力のスパン方向分布をそれぞれ図-2.2.1, 図-2.2.2 に示す． 

  

 

 

表-2.1.2 死荷重+活荷重による最大曲げモーメントおよび最大せん断力 

 最大曲げモーメント maxM (kN・m) 最大せん断力 maxS (kN) 

外桁 内桁 外桁 内桁 
死荷重 4376.970 2379.510 583.596 317.268 
活荷重 3518.757 4354.701 519.197 651.869 
total 7895.727 6734.211 1102.793 969.137 

 

２－３ 許容応力度法によるプレートガーダー断面の算出 

(1) ウェブ断面の設計 

 経済的な桁高 wh は，簡易算定式 1h を用いて， 

                  
wbat

M
h


max

1 1.1                  (3.1) 

より概算できる．外桁の maxM はスパン中央の最大曲げモーメント(表-2.1.2 より 7895.727kN・m)， ba は

許容曲げ応力(=140 N/m2)， wt は腹板(ウェブ)の板厚を指す．また，水平補剛材は用いないものとして，腹

板厚 wt は wh /152 以上となるように決定する．以上より，外桁の桁高 wh は 2100mm，腹板厚 wt は 16mm

となり，ウェブ断面積 wA は 33600mm2となる． 

 以下，外桁のみに着目して，話を進めることとする． 

 

図-2.2.1 外桁の最大曲げモーメント 図-2.2.2 外桁の最大せん断力 

(2.3.1) 
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(2) フランジ断面の設計 

 決定したウェブ断面より，式(2.3.2)を用いてフランジに必要な断面積 fA を決定する． 

                                   
6
w

wba
f

A

h

M
A 


                                  (3.2) 

このとき，フランジの板厚 ft は圧縮力を受ける自由突出部の局部座屈を考慮して，自由突出幅b の 1/12.8

以上とする必要がある．またフランジ幅 8.12/,2 bttbb fwf  より wff ttb  6.25 となる．そこで，

ff tb 6.25≒ とすると 

                                       
6.25

f
f

A
t                                         (3.3) 

と得られる． 

以上より，フランジ厚 ft は 29mm，フランジ幅 fb は 750mm，フランジ断面積 fA は 43500 mm2とす

る． 

 

(3) 応力度の照査 

曲げ降伏，せん断降伏，横倒れ座屈，自由突出板の座屈に対して，それぞれ許容される応力度以下とな

っていることを照査する．この断面の作用曲げ応力度 b は 138.2 N/m2となり，せん断応力度 は 32.8 

N/m2となる．板厚が 40mm 以下の SS400 鋼材の場合，許容曲げ応力度 ba は 140 N/m2，許容せん断応

力度 a は 80 N/m2，座屈パラメータ K =0.10<0.2 より横倒れ座屈に対する許容座屈応力度は 140 N/m2

となる．自由突出板の座屈に対する許容応力度は 140 N/m2となるように 2-3(2)で断面を決定している． 

また，曲げ応力度およびせん断応力度がともに許容応力度の 45%を超える場合には，曲げ応力度および

せん断応力度の合成応力度が 1.2 以下となっているか照査しなければならない．この断面の場合，曲げ応

力度およびせん断応力度がともに 45%を超えているが，合成応力度は 1.14 となる．よって，各応力度は

それぞれの許容応力度以下となっている． 

 

(4) 垂直補剛材及び端補剛材の設計 

 垂直補剛材間隔aは，以下に示す条件式(2.3.4)が 1 以下になるように決定する必要がある． 
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ここで，スパン長 L=3000mm より，16 分割することにして垂直補剛材間隔aを 1875mm とすると，縦

横比 893.0wha となり，この時，水平補剛材を用いない場合の垂直補剛材aの条件式(2.3.4)=0.610 よ

り，垂直補剛材間隔の規定を満たしている．また，垂直補剛材の幅 sb と厚さ st については，道示で規定

している必要剛度(曲げ剛性) reqv1 を確保することが要求される．この時， sb =109.0mm， st =9.0mm と

すると，必要剛度は確保される． 

 

 垂直補剛材のうち，支点反力を集中的に受ける端補剛材は柱としての設計を行う必要がある．この柱は，

(2.3.3) 

(2.3.4) 

(2.3.2) 
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垂直補剛材の他に幅 wtb 242  となる腹板を含む十字形として考える．この時， sb =121.0mm， st ＝

11.0mm， 2b =384.0mm とすると，柱の断面積 vA =8806.0 m2となり，柱の細長比は 24.8<120 となる．

なお，ここで端補剛材は両端回転固定の柱とみなして有効座屈長 2wh としている． 

 柱の圧縮許容応力度 ca は，SS400 材で =22.9 の時 136.04 N/m2となる．柱に作用するせん断応力 

vv AS =125.23 N/m2より， v < a となる． 

 

(5) 鋼重の照査 

スパン 30m より，鋼桁 1 本当たりの体積は 2300483400mm3となり，重量は 177.137kN となる．3

本主桁の該当面積が 246.0m2となるため，スパン 1m あたりの重量は，177.137×3/246.0=2.16021 kN/m2

となる．よって，仮定した鋼重(2.18kN/m2)とほぼ同じ重量となっていることを確認している． 

 

２－４ 信頼性指標  の算出 

(1) FORM 法 

ISO2394 に示されている FORM(First-Order Reliability Method)法は破壊点まわりでの一次項までの

テーラー展開近似を利用する方法であり，正規標準座標系の座標原点から，限界とする状態(破壊面)まで

の最短距離を求めることにより，信頼性指標  を算出するとともに感度係数 が得られるものである．非

正規確率変数が存在する場合には，破壊点で確率密度および累積分布関数の値が等しくなるような正規確

率変数で近似する．よって，ここでは，性能関数 Z に含まれる確率変数はすべて正規分布に従うと仮定し

ている． 

FORM 法による解析手順の概要を以下に示す．性能関数 Z を 

 

と定義する場合，破壊点 ),,,( **
2

*
1 nxxx  (性能関数 Z 上の点)まわりでテーラー展開して，級数を一次の項

で打ち切り，次のような線形一次関数に近似する． 
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ここで
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*
nxxxx  を代入することによって得られ

る値である．式(2.4.2)に含まれる確率変数のうち，正規確率変数以外の確率変数が正規確率変数で近似(正

規化近似)されたとすると，式(2.4.2)は正規確率変数の線形一次関数となるので，Z も正規確率変数となる．

また，ここでは各確率変数は互いに独立な正規確率変数とする． 

 破壊点は，性能関数上の点( 0Z )であり， 

0),,,( **
2

*
1 nxxxg   

 

 

 

となるため，式(2.4.2)から，式(2.4.1)は以下の通りとなることは自明である． 

(2.4.2) 

(2.4.3) 

),,,( 21 nxxxgZ  (2.4.1) 
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また， Z の平均値 Z と標準偏差 Z は以下のように求められる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，   ZZE : の平均値，  :jx xE
j
 確率変数 jx の平均値， :

jx 確率変数 jx の標準偏差である． 

また， j は感度係数と呼ばれ，次式で定義される． 
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信頼性指標  は ZZ  で定義されるが，式(2.4.5)および式(2.4.6)より以下のように変形できる． 
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




























1

2

1

2

**
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 

j

j

x

n

j
xj

j

jx

n

j
xj

Z

Z

x

g

x
x

g





















































1

*

1

*

*

 

式(2.4.8)を整理すると，次式が得られる． 

  0*

1 *




















jj xjjx

n

j
xj

x
x

g   

式(2.4.9)が

















*xjx

g
の値によらず恒等的に成り立つためには，（）内の値が常に0でなければならないこと

より， 

0* 
jj xjjx x   

と表現できる．上式を
*
jx について整理すると， 

    njx
jj xjxj ,,2,1*  　：  

となる．式(2.4.11)により得られた
*
jx の値から，性能関数 Z の平均値 Z と標準偏差 Z が算出され，式

(2.4.8)より信頼性指標  が算出される． 

 実際の信頼性指標  および破壊点 ),,,( **
2

*
1 nxxx  は繰り返し収束計算を行うことで算定していることが

多い．ここでは信頼性指標  および感度係数 の初期値を仮に設定し，式(2.4.3)，式(2.4.5)，式(2.4.6)，

式(2.4.7)，式(2.4.8)，式(2.4.11)を用いて繰り返し収束計算を行い， 0),,,( **
2

*
1 nxxxg  および信頼性指標

 の収束を確認し，照査項目ごと信頼性指標  の最終値を決定する． 
 正規化近似のフローを含めた破壊点及び信頼性指標  の繰り返し計算のフローを図-2.4.1 に示す． 

(2.4.8) 

(2.4.9) 

(2.4.10) 

(2.4.11) 
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図-2.4.1 FORM 法のフローチャート 

 

 

(2) FORM 法による信頼性指標  の算出 

 ここで仮定した不確定要因別確率変数の基準値，平均値，標準偏差，変動係数について，荷重側・抵抗

側に分けて，それぞれ表-2.4.1, 表-2.4.2 に示す．例えば，死荷重としては，表-2.4.1 より材料ごとに値が

ばらついているため，平均的な値として平均値 / 基準値=1.05，標準偏差=0.05 と仮定した．活荷重に関

しては，統計データが収集されていないため確定値として扱い，平均値 / 基準値=1.0，標準偏差=0 とす

る． 

抵抗側として，自由突出板の圧縮座屈強度については，表-2.4.2 より，平均値 / 基準値=1.068，標準偏

差=0.0775 を採用した．また，断面積および断面係数については，板厚の統計量が得られていることより，

2.7 に示す積率母関数の考え方を適用して，断面係数の平均値 / 基準値，および標準偏差を別に求めてい

る． 
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1) せん断降伏に対する信頼性指標  の算出 

 非合成桁のせん断強度に対する性能関数 1Z は 

   432
1

1
33

xxx
x

SSAZ DLw
Y  ・・


 

となる．ここで， Y ：鋼材の降伏点応力度(N/mm2)， wA ：ウェブ断面積(mm2)， LS ：活荷重によるせ

ん断力(N)， DS ：死荷重によるせん断力(N)である． 

 

2) 曲げ降伏に対する信頼性指標  の算出 

 非合成桁の曲げ引張強度に対する性能関数 2Z は 

   43212 xxxxMM
y

I
Z DL

t
Y 








 ・・  

となる．ここで， I ：断面 2 次モーメント(mm4)， ty ：最縁距離(mm)， LM ：活荷重による曲げモーメ

ント(N・mm)， DM ：死荷重による曲げモーメント(N・mm)である． 

 

3) 横倒れ座屈に対する信頼性指標  の算出 

 非合成桁の横倒れ座屈強度に対する性能関数 3Z は 

   








































)2(3

)2(2

**2

)2.0()2.0(412.00.1

)2.0(0.1

543213

cw
c

w

cw

fYK

KKYcr

KYcr

DL
Y

cr

t
Y

AA
A

A
K

AAK

blEK

xxxxxMM
y

I
Z

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　　　

　　　　　

　　　　　　　　　　　　

・・・・











 

となる．ここで， K ：座屈パラメータ，E：ヤング係数(N/mm2)，l：圧縮フランジの固定支点間距離(こ

こでは 5000mm とする)， fb ：圧縮フランジ幅(mm)， cA ：圧縮フランジ断面積(mm2)である． 

 

 

 

 

 

 

 

(2.4.12) 

(2.4.13) 

(2.4.14) 

(2.4.15) 

(2.4.16) 

(2.4.17) 
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4) 自由突出板の座屈に対する信頼性指標  の算出 

非合成桁の自由突出板の座屈に対する性能関数 4Z は 

   

kEt

b
R

RR

R

xxxxxMM
y

I
Z

Y

f

Ycr

Ycr

DL
Y

cr

t
Y

2

2

2

543214

)1(12

)7.0(5.0

)7.0(0.1










































・　　　　　

　　　　　

　　　　　　　　

・・・・

 

となる．ここで，b ：自由突出幅  wf tb  2 (mm)， R ：幅厚比パラメータ， ：ポアソン比， k ：座

屈係数(自由突出板の場合 0.43)である．表-2.4.3 には，FORM 法による信頼性指標  の算出例を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2.4.18) 

(2.4.19) 

(2.4.20) 
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表-2.4.3 FORM 法による信頼性指標  の算出例 
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(3) 信頼性指標  のスパン方向分布 

 前節の 1)から 4)までに算出したそれぞれの信頼性指標  のスパン方向への分布を図-2.4.2 に示す．この

図から，どの限界状態に対しても信頼性指標  が 5.0 以上の値を取っていることが読み取れる． 

 
図-2.4.2 信頼性指標  のスパン方向分布 

 

(4) 目標信頼性指標 T の設定 

 信頼性指標  の算定結果を踏まえ，目標信頼性指標 T を決定する必要がある．この目標値を決定する

確立された設計思想がないことから，ここでは現行設計の実績等と同程度の信頼性を有するように，断面

決定部位における信頼性指標  の傾向をもとに，これらの下限値を目標に設定した．ただし，照査項目ご

とに下限値が若干異なること，および活荷重の統計量は検討対象としていないことから，今後の議論を想

定し，曲げ引張，圧縮降伏強度における下限値に相当する 5.4T を中心に，3.5～4.5 をパラメータとし

て与えることとする． 
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２－５ 部分係数の算出 

(1) 部分係数設計法における基本的な照査式 

 死・活荷重に対する鋼部材の照査の場合，基本となる照査式は次式で与えられる． 

a

kR
kLkD

R
LD




   

ここに， RLD  ,, ：死荷重部分係数，活荷重部分係数，抵抗部分係数， a ：全体調整係数， kkk RLD ,, ：

死荷重，活荷重，抵抗を断面力もしくは応力で表現した特性値である．ここでは，死荷重部分係数 D と

活荷重部分係数 L の値は任意に与えられるものであるが，これまでの荷重データに基づいて，死荷重部分

係数 D は 1.05，活荷重部分係数 L は 1.2,1.6 を基本とし，全体調整係数 a は 1.0 とする．また，活荷重

の特性値は道示における設計荷重強度(B 活荷重強度)とし，死荷重の特性値は公称値とした． 

 

(2) 信頼性指標  の基本式 

部分係数の算出に用いられる信頼性指標  は，性能関数 Z を抵抗項 R と荷重項 )( LD  によって表す場

合，次式で定義される． 

 
222
LDR

LDR

Z

Z











  

ここに， 

R ：抵抗強度の基本変数( R ：平均値， R ：標準偏差)である．ただし，各種抵抗項(鋼材降伏強度，座

屈強度，板厚等)をまとめた抵抗項を表す．また，統計量が得られていることが前提である． 

D：死荷重の基本変数( D ：平均値， D ：標準偏差)である．ただし，各種死荷重項(鋼材，コンクリー

ト等)をまとめた死荷重項を表す． 

L ：活荷重の基本変数( L ：平均値， L ：標準偏差)である．ただし，各種活荷重をまとめた活荷重項を

表す． 

 

(3) 設計値法による抵抗係数の算定手順 

 設計値法とは，FORM 法などで算出された感度係数 および基本変数の平均，標準偏差および目標信

頼性指標 T を用いて部分係数を算定する方法である．FORM 法の中で算定される感度係数 ，信頼性指

標  および標準正規座標系における破壊点  **
2

*
1 ,, nzzz  の関係を 2 次変数の場合を例に示すと，図-2.5.1

のような関係にある．ここで，感度係数 は，抵抗側が正，荷重側が負となる． 

(2.5.1) 

(2.5.2) 
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図-2.5.1 信頼性指標と破壊点の関係 

 

部分係数の算出に用いる信頼性指標  は，式(2.5.2)で定義される．また，性能関数 Z の標準偏差は 

Z

LDR

Z

Z
Z 






2222 

  

と表現することができる．ここで，感度係数 LDR  ,, は照査部位ごとに対して次式で定義される． 


























222

222

222

LDR

L

Z

L
L

LDR

D

Z

D
D

LDR

R

Z

R
R

























 

これより， Z は式(2.5.4)を変形することにより次式で表される． 

LLDDRRZ    

これを式(2.5.2)に代入することにより， 

   LDRLLDDRR    

と得られ，さらに式変形することにより，次式が得られる． 

k
k

L

L

L
Lk

k

D

D

D
Dk

k

R

R

R
R L

L
D

D
R

R









 ・・・ 


























 111  

式(2.5.1)と式(2.5.8)を比較し，  に T を代入することにより，抵抗係数 R は次式で与えられる． 

 
k

R

R

R
RTRR R



 ・








 1  

この式に対して， T を 3.5，4.0，4.5 と仮定した時の R の試算結果を表-2.5.1 に示す． 

 

 

 

(2.5.3) 

(2.5.4) 

(2.5.5) 

(2.5.6) 

(2.5.7) 

(2.5.8) 
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(4) 自由突出板の座屈に対する抵抗部分係数の算定 

 今回試設計した非合成プレートガーダー橋の主桁のフランジの自由突出板の座屈のみを対象に，表

-2.4.2 および式(2.5.8)より抵抗部分係数の算出を行い，結果を表-2.5.1 に示す．このとき，死荷重 D ，活

荷重 L および R の統計量より， 0775.0,0,05.0  RLD  より感度係数 R を 0.801 とする． 

 

表-2.5.1 抵抗部分係数 R の算出結果 

 自由突出板の座屈に対する抵抗部分係数 R  

T =3.5 0.840

T =4.0 0.807

T =4.5 0.775

 

２－６ 部分係数設計法による再設計 

表-2.5.1 により算出された抵抗部分係数 R を用いて，式(2.5.1)を満足するように部分係数設計法にて設

計した非合成プレートガーダー橋の断面と許容応力度設計法で再設計した断面の比較を表-2.6.1 に示す．

このとき，目標信頼性指標 T は 3.5 の場合についてのみ示すが，現時点では一般的プレートガーダー断

面の T に関するデータは設定されていないため，海外での一般的な値として用いた． 

部分係数設計法による再設計では，死荷重および活荷重を荷重係数により割増して，それによる断面力

を求める．仮定した断面形に対する許容応力を抵抗部分係数により割り引き，式(2.5.1)を満足することを

照査している． 

表-2.6.1 設計断面の比較( T =3.5) 

許容応力度法による断面寸法[mm] 
部分係数設計法による断面寸法[mm]  

L =1.0 L =1.2 L =1.6 

wh  2100 2120 2280 2400 

wt  16 15 16 17 

ft  
29 23 23 24 

fb  
750 610 610 630 

自由突出板の座屈に対する 
信頼性指標  の最小値 5.772 3.432 4.221 5.227 

 

また，部分係数設計法により再設計した断面に対する信頼性指標  の分布を，図-2.6.1～図-2.6.3 に示

す．この図から目標信頼性指標 T =3.5 を与えて部分係数設計法で設計したところ，信頼性指標  はせん

断降伏を除いて L =1.2 の場合に 4.0 付近の値， L =1.6 の場合に 5.0 付近の値を取り， L =1.0 の場合に

目標信頼性指標 T に近い 3.5 付近の値を取ることが読み取れる． 

この理由は D ， L に 1 以上の割り増しを考えているためと推測される．しかし，信頼性指標  の値は，

限界状態および目標信頼性指標 T , D , L の値に依存し，定性的な傾向はうかがえない． 
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図-2.6.1 信頼性指標  の分布 ( L =1.0) 

 

 

図-2.6.2 信頼性指標  の分布 ( L =1.2) 
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図-2.6.3 信頼性指標  の分布 ( L =1.6) 

 

 

２－７ 積率母関数 

確率変数 X ，確率密度関数  xf に対し，
nX の平均  nXE は， X の積率母関数 

  



 dxxfetM tx

X )(  

を用いて次のように計算される． 

  )0()(n
X

n MXE   

ここで，  nXE は  tM X のn階導関数において， 0t と置いたものである． 

また，   



 dxxfextM txnn

X )( より 

  



 dxxfxM nn

X )(0  

と表されることが知られている．いま，確率変数 X が正規分布  2, N に従うとき 

 
2

2

2

2

1
)( 









x

exf  

と表されることより 
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 
   














 dxeedxetM
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t
x

tx

X

2

2222

2

2

222

2

1

2

1 






　  

となる．この時， 

2

2


 tx 

  

と置くと，
2

 dx
d  となることから 

  





 







deetM
t

t

X

2

22

2
2

1 2・  

と表せる．この式において，次に示す公式 

 




 de
2

 

あるいは，岩波公式集では 2
0

2


  dxe x

より 

  2

22t
t

X etM
 

  

として正規分布の積率母関数が得られる．これを tで微分し， 0t と置くことにより，順次  XE ，  2XE ，

…，  6XE を以下のように得る． 

     
   

     

 
   

        

  
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また，(1)～(6)から， X , 2X , 3X の分散を以下のように求めることができる． 

        
          
           642242236422462363
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§３ ＳＧＳＴフォーマットによる曲げ部材の抵抗強度評価 

 

３－１ まえがき 

 本章では，鋼はりの実験データを用いて曲げ部材の抵抗強度を具体的に検討する．既往の成果として，わが

国では SGST 研究グループの成果 1)および福本らの科研報告 2)があり，それぞれ約 20，30 年も経過している．

本報告では，その後収集した実験値 3)を加えて，2 種類の設計基準強度式について設計係数の統計値と部材抵

抗係数を求める． 

 

３－２ SGST Format による抵抗係数の評価式 1) 

 SGST Format では，抵抗強度 nR を次式で与えている． 

  mRRn RVkR  11       (3.1) 

ここに，：抵抗係数 

nR ：示方書で定める公称抵抗強度 

mR ：強度の平均値 

1 ：設計，施工時の 2 次的要因あるいは重要度等を考慮する係数（校正係数）であり，各要因の標

準的状態では 11  となる． 

Rk ：下界の程度を示す係数であり，片側信頼度 95%の場合 65.1Rk となる． 

RV ：強度の全体変動係数であり，次式から求められる． 

222
PFMR VVVV       (3.2) 

 式（3.1）より，抵抗係数は無次元化した強度で表し，次式を用いて評価する． 

    mmmRR
n

m
RR PFMVk

R

R
Vk  11 11      (3.3) 

ここに， mM ：材料係数 yy FM / の平均値（変動係数 MV ） 

mF ：製作係数 nm SSF / の平均値（変動係数 FV ） 

mP ：設計係数 nm RRP / の平均値（変動係数 PV ） 

以上より，式(3.3)から部材の抵抗係数を求めることができるが，材料の降伏応力および部材断面定数の統

計値として，次の値が提案されている． 

 11.015.1  Mm VM  ，  05.000.1  Fm VF    (3.4) 

また，設計係数の統計値  Pm VP は，実験による部材強度の無次元化した実測値と示方書に定められる無次元

化した設計値の比によって検討する必要がある． 

1-22



幅厚比 フランジ Rf ウェブ Rw

塑性強度限界 Rp 0.6 0.6 

弾性強度限界 Rｙ 0.7 1.0 

表 3.1 はり断面の限界幅厚比 

 

 

３－３ 鋼はりの強度特性と実験データ 

 

 鋼はりの面内曲げによる極限強度は，次の座屈崩壊モードによって支配される 2),3)． 

1) 断面を構成する板要素の局部座屈 

2) 部材全体の横ねじれ座屈 

3) 局部座屈と横ねじれ座屈の連成 

 局部座屈強度は，面内曲げに対する部材断面の抵抗強度を定める場合の重要な検討事項である．とくに，I

形断面はりでは圧縮フランジの局部座屈が起こると，極限強度の低下を招くとともに，変形能力も減少する．

わが国の道路橋示方書 4)では溶接桁を対象に断面の降伏モーメント Myを基準にした幅厚比の制限規定を設け

ている．しかし，幅厚比の小さい圧延部材などでは，My以上ないしは全塑性モーメント Mpまでの断面強度

が期待できるため，適切な幅厚比規定に基づく断面強度区分が必要である． 

 横ねじれ座屈は，横方向ブレース間で部材全体が面外たわみとねじれ変形を伴って急激に生じるため，構造

物全体の安全性に影響する．横ねじれ座屈強度は，横方向へのブレース間隔と支持条件，荷重状態によって変

化する．横方向へのブレースを十分配置した短いはりは部材の断面強度（Myまたは Mp）に達し，細長いはり

は弾性横ねじれ座屈モーメント MEに沿って変動する．そして，中間的な長さのはり強度は非弾性座挙動に支

配され，部材の初期変形，残留応力および作用荷重の偏心などの影響を受けて変動するため，設計規準では適

切な遷移曲線を設定することが重要な課題である．また，荷重形式としては等曲げ状態が基本であるが，不等

曲げや中間荷重を受ける場合にも対応できる設計式の設定が必要となる．なお，局部座屈と横ねじれ座屈の連

成は，圧縮フランジの幅厚比が比較的大きいノンコンパクト断面の場合に生じ易い． 

 本報告では曲げ部材の抵抗強度を既往の実験データに基づいて検討する．使用した鋼はりの実験データは 

I 形断面であり，製作条件別に圧延はりと溶接はりに分類し，わが国の座屈設計ガイドライン 5)において提案

されている次の曲げ強度区分を参考に整理した． 

クラスⅠ（ fpf RR  ， wpw RR  ）：断面強度が全塑性モーメント Mpまで保証されコンパクト断面 

  クラスⅡ（ fpf RR  ， wywwp RRR  ）：断面強度が Mpに達しないが，降伏モーメント My以上が保

証され断面 

  クラスⅢ（ fyffp RRR  ， wyw RR  ）：断面強度が Myを保証される断面 

  クラスⅣ（ fyf RR  または wyw RR  ）：断面強度が Myに達しないノンコンパクト断面 

 ここに， fR ：フランジの幅厚比パラメータ， wR ：ウェブの幅厚比パラメータであり，はり断面の限界幅

厚比を表 3.1 に示す． 

 本報告では公称抵抗強度が降伏モーメントを保証でき

るクラスⅢ（ yn MM  ）までの断面，すなわち，断面

の幅厚比パラメータが 0.1,7.0  wf RR の範囲にあ

る実験データを使用した．なお，道路橋示方書では降伏モーメントが確保できる幅厚比の限界値として
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図 3.1 圧延はりの幅厚比 図 3.2 溶接はりの幅厚比 

図 3.3 圧延はりの諸元 図 3.4 溶接はりの諸元 

1.1,7.0  wf RR を設定しており，ほぼ対応している． 

 図 3.1 は，使用した圧延はりの実験データと断面区分を比較している．クラスⅠに属するコンパクト断面が

ほとんどである．同様に図 3.2 において溶接はりの実験データを比較すると，クラスⅠ～Ⅲにわたって属する

断面であることがわかる． 
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Lb/2 Lb/2

P

表 3.2 荷重形式と実験データ数 使用した実験データを荷重形式別に分

類すると，表 3.2 のようになる． 

部材長は，横ねじれ座屈の無次元細長比

パラメータ 2b までとした．圧延はり

349 個，溶接はり 230 個，合計 579 個で

あり，以前の調査研究 1),2)（1980 年調査

221 個，1990 年調査 543 個）より多いデ

ータ数である．図 3.3，3.4 は道路橋示方

書で用いる曲げ部材の諸元（ウェブと圧

縮フランジの総断面積比 Aw/Afc，圧縮フ

ランジの固定間距離と板幅比 Lb/bfc）と比

較している．道路橋示方書の設計式では

Aw/Afc<2，Aw/Afc>2 の範囲を設けている

が，溶接はりの方がスレンダーな I 形断

面で構成されていることがわかる． 

なお，固定間距離は強度が極端に低下するのを防ぐために Lb/bfc<30 程度を適用範囲としている． 

 

３－４ 公称抵抗強度 

 実験データと比較する曲げ部材の公称抵抗強度 nR は，次の 2 種類の設計式を用いる． 
(1) 道路橋示方書の設計式 4) 

道路橋示方書におけるはりの基準耐荷力式は，次式で与えられる． 

     0.1/ 
nyun MMR        （ 2.0 ）                  (3.5a) 

   2.0412.00.1/  
nyun MMR          （ 22.0  ）      (3.5b) 

ここに， 
E

F

b

L
K

C

yfc

fc

b

b












1

2


                                   (3.6)   

    fcb ：圧縮フランジの幅， bL ：圧縮フランジの固定間距離 

yfcF ：圧縮フランジの降伏点応力， E ：鋼材のヤング率（＝200000N/mm2） 

    2K           ( 2/ fcw AA )                            (3.7a) 

    
fc

w

A

A
K

2
3      ( 2/ fcw AA )                         (3.７b) 

1bC ：等価曲げモーメント係数（座屈設計ガイドライン 5)を参照）． 

なお，道路橋示方書では固定点間に集中荷重が作用する荷重形式については，換算曲げモーメントを特に定 

めていないので，ここでは Cb1を用いて考慮している． 

 

荷重形式 圧延はり 溶接はり

 

等曲げ載荷 

M             M 

135 103 

 

1 点集中載荷   154 127 

 

 

2 点集中載荷
 34 － 

 26 － 

合計 349 230 

Lb

Lb/3 Lb/3Lb/3

P P

Lb/4 Lb/4Lb/2

P P
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図 3.5 圧延はりの実験値と 

道路橋示方書式との比較 
図 3.6 溶接はりの実験値と 

道路橋示方書式との比較 

圧延はりと溶接はりを区分して実験値と道路橋示方書の耐荷力式を比較した結果を図 3.5，図 3.6 にそれぞ

れ示す．実験値は鋼材のヤング率以外は実測値を用いて縦軸に実測強度 yu MM / ，横軸に式(3.6)の座屈パラメ

ータαをとって整理した．短いはり（ 2.0 ）の実験値は少ない．これらの図から溶接はりでは設計式を下

回る実験値が多少みられるが，道路橋示方書の耐荷力式は実験値の下限をほぼ与えていることがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 座屈設計ガイドラインの設計式 5) 

この設計式は既往の研究論文 3)や土木学会の報告書等 6),7)で採用され，鋼柱の圧縮耐荷力と同様に，鋼はり

の耐荷力も Perry-Robertson 式で評価できることがわかっている．座屈設計ガイドラインにおけるはりの基

準耐荷力式は，次式で与えられる． 

 

14
2

1 22
2





  b

bn

u
n ZZ

M

M
R 


           (3.8) 

ただし，
2

0 )(1 bbbZ                          (3.9)   

ここに， b ：はりの細長比パラメータ， Enb MM /     (3.10) 

0b ：はりの限界細長比パラメータ （表 3.3 参照） 

：はりの初期不整係数 (表 3.3 参照) 

EM ：はりの弾性横ねじれ座屈モーメント（座屈設計ガイドライン 5)を参照） 

nM ：フランジまたはウェブの幅厚比パラメータ fR ， wR の制限値（表 3.1 参照）により修正した

はりの曲げ基準強度 
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断面形 η λb0 

圧延 I，H 形 0.15 0.4 

溶接 I，H 形 0.25 0.4 

 

図 3.8 溶接はりの実験値と 

座屈設計ガイドライン式との比較 
図 3.7 圧延はりの実験値と 

座屈設計ガイドライン式との比較 

クラスⅠの場合  pn MM                (3.11a) 

クラスⅡの場合  
wpwy

wpw
yppn RR

RR
MMMM




 )(    (3.11b) 

クラスⅢの場合  yn MM                (3.11c) 

クラスⅣの場合  ybn MQM              （3.11d） 

ここに， pM ：全塑性モーメント， yM ：降伏モーメント， bQ ：局部座屈を考慮した有効断面係数． 

 

表 3.3 はりのパラメータ 

 

 

 

 

 

圧延はりと溶接はりを区分して実験値と座屈設計ガイドラインの基準強度式を比較した結果を図 3.7，3.8

にそれぞれ示す．実験値は鋼材のヤング率以外は実測値を用いて縦軸に実測強度 nu MM / ，横軸に修正細長比

b を用いて整理した．これらの図から，座屈設計ガイドラインの基準強度式は圧延はり，溶接はりとも実験

データの平均値をほぼ与えていることがわかる．このように，道路橋示方書の設計式はコンパクトな断面はり

に対して下限値強度をほぼ与えていた結果と相異する． 
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３－５ 抵抗係数φの結果 

 

 鋼はりの実測強度に基づき曲げ部材の抵抗係数を式(3.3)により検討する．部材の製作係数 S は断面係数 W

（または塑性断面係数 Z）で与え，R を極限曲げ強度 Muと降伏モーメント My（または全塑性モーメント Mp）

の比を用いて表す． 

 ZWS または ， 











p

u

y

u

M

M

M

M
R または     (3.12) 

次に，図 3.5～図 3.8 に示した実測強度と公称抵抗強度との比，すなわち設計係数の統計値（平均値 Pm，標準

偏差σP，変動係数 VP）を求める．材料係数と製作係数の統計値は式(3.4)を仮定し，全変動係数 VRを計算し，

片側信頼度 95%の場合（ｋR=1.65）に対する抵抗係数を検討する． 

 

(1) 道路橋示方書の設計式 

 表 3.4 は，道路橋示方書の設計式(3.5)を用いた場合の計算結果を示す．適用範囲の実験データ数は圧延は

り 306 個，溶接はり 220 個である．圧延はりと溶接はりに区分して荷重形式別にして整理してあるが，圧延

はりでは集中載荷が等曲げ載荷より設計係数の平均値 Pmが低い．これは集中荷重の作用高さの影響等が設計

式に考慮されていないためであると思われる．溶接はりでは Pm 値における荷重形式による相異は小さいが，

変動係数 VP において 1 点集中載荷の方が等曲げ載荷より大きい．全荷重形式を合算した結果で比較すると，

溶接はりの設計係数は圧延はりより 7%低めで変動も大きいことがわかる．この表から抵抗係数は，圧延はり

φ=1.12，溶接はりφ=1.05 が得られた． 

表 3.5 は，圧延はりと溶接はりを合算して座屈パラメータαの変化に伴う設計係数の統計値と抵抗係数を調

べたものである．断面強度で支配されるα<0.2(面内)領域の実験データは少ないが，抵抗係数φ=1.05 が確保

されている．横ねじれ座屈強度で支配されるα>0.2 領域では，抵抗係数はφ＝0.87～1.17 の範囲で変化し，

座屈パラメータα>0.8 の範囲では変動係数が大きくなり，抵抗係数φ=1.0 を下回る場合もみられる．本報告

では座屈パラメータごとの実験データ数により重み付きの平均値を求めると，鋼はりの設計係数の統計値とし

て平均値 Pm＝1.283，標準偏差σp=0.150，変動係数 Vp=0.117 が得られた．また，片側 95%信頼度の抵抗係

数としてφ=1.07 が得られた． 
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表 3.4 道路橋示方書の公称抵抗強度に対する設計係数の統計値と抵抗係数 

表 3.5 道路橋示方書の座屈パラメータと抵抗係数 

 

 

   
実験部材 

荷重形式 

   
nyuyunm MMMMRR ////  ； 2  

ｋR=1.65 に対する抵抗係数 

公称抵抗強度： 式(3.5) 

実験データ数

N 

設計係数 

Pｍ 

標準偏差 

σP 

変動係数 

VP 

全変動係数 

VR 

抵抗係数 

φ 

圧延はり 

等曲げ載荷 126 1.323 0.142 0.107  0.162  1.116  

1 点集中載荷 140 1.103 0.126 0.114  0.166  0.920  

2 点集中載荷 40 1.062 0.142 0.134  0.180  0.858  

全形式 306 1.318 0.139 0.105  0.160  1.115  

溶接はり 

等曲げ載荷 96 1.213 0.134 0.110  0.164  1.018  

1 点集中載荷 124 1.246 0.204 0.164  0.203  0.952  

全形式 220 1.232  0.177  0.144  0.188  0.978  

部材全体 526 1.282 0.162 0.126  0.175  1.049  

 

 

 

座屈パラメータ 

α 

実験データ数 

N 

設計係数 

 Pｍ 

標準偏差 

σP 

変動係数  

VP 

全変動係数 

VR 

抵抗係数

φ 

0～0.2(面内) 8 1.179 0.074 0.063  0.136  1.051  

0.2～0.3 22 1.197 0.094  0.079  0.144  1.049  

0.3～0.4 65 1.237 0.075  0.061  0.135  1.105  

0.4～0.5 38 1.318 0.093  0.071  0.140  1.166  

0.5～0.6 44 1.278 0.100  0.078  0.144  1.121  

0.6～0.7 41 1.286 0.121  0.094  0.153  1.105  

0.7～0.8 97 1.269 0.146  0.115  0.167  1.058  

0.8～0.9 18 1.216 0.198  0.163  0.203  0.931  

0.9～1.0 43 1.325 0.182  0.137  0.183  1.064  

1.0～1.1 89 1.314 0.208  0.158  0.199  1.015  

1.1～1.2 23 1.274 0.201  0.158  0.199  0.985  

1.2～1.3 14 1.251 0.261  0.209  0.241  0.866  

1.3～1.414 24 1.386 0.226  0.163  0.203  1.060  

0.2～1.414 

重み付き平均値 
518 1.283 0.150  0.117  0.168  1.066  
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表 3.6 座屈設計ガイドラインの公称抵抗強度に対する設計係数の統計値と抵抗係数 

(2)座屈設計ガイドラインの設計式 

表 3.6 は，座屈設計ガイドラインの設計式(3.8)を用いた場合の計算結果を示す．適用した範囲（ 2b ）

の実験データ数は圧延はり 349，溶接はり 230 である．設計式(3.8)は，表 3.3 に示すように圧延と溶接はりに

よって初期不整係数ηを変えることにより強度相異を考慮している．また，集中荷重の作用高さの影響等も設

計式に含まれている．設計係数の平均値を比較すると，等曲げ載荷の場合では圧延はり Pm=1.05，溶接はり

Pm=1.02 であり，よく適合していることがわかる．これに対し，集中載荷の場合では圧延はり Pm=1.12，溶

接はり Pm=1.26 であり，等曲げ載荷より大きく，変動も大きい．全荷重形式を合算した結果では，圧延はり

よりも溶接はりの Pm 値が大きく，変動も大きい．そして，抵抗係数は圧延はりφ=0.90，溶接はりφ=0.84

および部材全体ではφ=0.87 になる． 

表 3.7 は圧延はりと溶接はりを合算して，座屈パラメータごとの設計係数の統計値を求めた結果である．断

面強度で支配されるλb<0.4(面内)では，Pm=1.02 であり，変動も小さく，φ=0.91 が得られている．横ねじれ

座屈で支配される領域λb>0.4 では，λb<1.0 の範囲で変動係数が小さく，設計係数の平均値もあまり変化が

ない．本報告では座屈パラメータごとの実験データ数により重み付きの平均値を求めると，鋼はりの設計係数

の統計値として平均値 Pm＝1.136，標準偏差σp=0.135，変動係数 Vp=0.119 が得られた．また，片側 95%信

頼度の抵抗係数はφ=0.94 となる． 

 

 

 

実験部材 荷重形式 

   nnununm MMMMRR ////  ； 2b  

ｋR=1.65 に対する抵抗係数

公称抵抗強度： 式(3.8) 

実験データ数 

N 

設計係数 

Pｍ 

標準偏差 

σP 

変動係数 

VP 

全変動係数 

VR 

抵抗係数

φ 

圧延はり 

等曲げ載荷 135 1.054 0.101 0.096  0.154  0.904  

1 点集中載荷 154 1.118 0.138 0.123  0.173  0.919  

2 点集中載荷 60 1.128 0.179 0.159  0.199  0.870  

全形式 349 1.095 0.137 0.125  0.174  0.898  

溶接はり 

等曲げ載荷 103 1.018 0.121 0.119  0.169  0.843  

1 点集中載荷 127 1.258 0.213 0.169  0.208  0.950  

全形式 230 1.150  0.214  0.186  0.222  0.838  

部材全体 579 1.117  0.174 0.156  0.197  0.867  
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表 3.7 座屈設計ガイドラインの座屈パラメータと抵抗係数 
 

 

座屈パラメータ  

λb 

実験データ数

N 

設計係数 

Pｍ 

標準偏差 

σP 

変動係数 

VP 

全変動係数 

VR 

抵抗係数

φ 

0～0.4(面内) 95 1.019 0.065  0.064  0.137  0.908  

0.4～0.5 32 1.052 0.094  0.089  0.150  0.910  

0.5～0.6 23 1.040  0.085  0.082  0.146  0.908  

0.6～0.7 27 1.014 0.114  0.112  0.165  0.849  

0.7～0.8 41 0.977 0.085  0.087  0.149  0.848  

0.8～0.9 45 1.058 0.107  0.101  0.158  0.900  

0.9～1.0 93 1.099 0.112  0.102  0.158  0.934  

1.0～1.1 60 1.121 0.146  0.130  0.178  0.911  

1.1～1.2 48 1.181 0.176  0.149  0.192  0.928  

1.2～1.3 52 1.352 0.168  0.124  0.173  1.110  

1.3～1.4 24 1.217 0.125  0.103  0.159  1.033  

1.4～1.5 19 1.347 0.205  0.152  0.194  1.052  

1.5～2.0 20 1.302 0.289  0.222  0.253  0.873  

0.4～2.0 

重み付き平均値 
484 1.136  0.135  0.119  0.169  0.941  

 

 

３－６ 既往の研究結果との比較 

 

 本報告と既往の研究結果との比較を以下に示す． 

(1) SGST（1980）の結果 1) 

SGST(1980)では，道路橋示方書の設計式(3.5)を用いた場合について抵抗強度を検討している．適用範囲

の実験データ数は圧延はり 131 個，溶接はり 90 個を用い，合算した設計係数の統計値として 

部材全体（N=221）：平均値 Pm＝1.302，標準偏差σp=0.171，変動係数 Vp=0.131 

であり，また，片側 95%信頼度の抵抗係数はφ=1.06 になる． 

本報告では表 3.4 から 

部材全体（N=526）：平均値 Pm＝1.282，標準偏差σp=0.162，変動係数 Vp=0.126 

および抵抗係数φ=1.05 が得られた． 

座屈パラメータαの変化に伴う変動を考慮した重み付き平均値は 

部材全体（N=220）：平均値 Pm＝1.305，標準偏差σp=0.136，変動係数 Vp=0.104 

また，片側 95%信頼度の抵抗係数はφ=1.09 になる． 

本報告では表 3.5 に示すように 

部材全体（N=518）：平均値 Pm＝1.283，標準偏差σp=0.150，変動係数 Vp=0.117 

および抵抗係数φ=1.07 が得られた． 
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(2) 科研（1990）の結果 2) 

科研成果報告書（1990）では，座屈設計ガイドラインの設計式(3.8)を用いた場合について抵抗強度を検

討している．断面強度に支配されるλb<0.4（面内）領域では 

圧延はり（N=60）：平均値 Pm＝0.991，標準偏差σp=0.052，変動係数 Vp=0.052 

溶接はり（N=40）：平均値 Pm＝1.092，標準偏差σp=0.124，変動係数 Vp=0.114 

および抵抗係数φ=0.89，0.91 をそれぞれ得ている． 

本報告では，表 3.7 から 

部材全体（N=95）：平均値 Pm＝1.019，標準偏差σp=0.065，変動係数 Vp=0.064 

および抵抗係数φ=0.91 が得られた．次に，横ねじれ座屈強度に支配されるλb>0.4(面外)領域では 

圧延はり（N=307）：平均値 Pm＝1.059，標準偏差σp=0.122，変動係数 Vp=0.115 

溶接はり（N=136）：平均値 Pm＝1.131，標準偏差σp=0.193，変動係数 Vp=0.171 

および抵抗係数φ=0.88，0.85 をそれぞれ得ている． 

本報告では，表 3.6 に示すように 

圧延はり（N=349）：平均値 Pm＝1.095，標準偏差σp=0.137，変動係数 Vp=0.125 

溶接はり（N=230）：平均値 Pm＝1.150，標準偏差σp=0.214，変動係数 Vp=0.186 

および抵抗係数φ=0.90，0.84 がそれぞれ得られた． 

以上のように，本報告の結果は既往の研究結果と大差がないことがわかる． 

 

３－７ あとがき 

 鋼はりの実験データを基に曲げ部材の抵抗強度を検討した．最初に，SGST Format による部材の抵抗係

数を評価する方法を紹介した．公称抵抗強度として道路橋示方書および座屈設計ガイドラインの設計式を用い

て，設計係数の統計値および部材の抵抗係数を算出した結果を示した．設計係数に及ぼす荷重形式の影響およ

び圧延と溶接はりの相異について検討した．道路橋示方書では簡略化した座屈パラメータを用いて安全側を設

定しているため，設計係数の平均値が 1.3 程度となり，抵抗係数が１を超えている．また，圧延と溶接はりの

強度区別をしていないが，溶接はりの方が７％ほど小さい抵抗係数になることを明らかにした．座屈設計ガイ

ドラインの設計式は座屈パラメータなどが複雑であるが，圧延と溶接はりの強度相異を考慮でき，設計係数の

平均値は 1.1 程度に適合している．既往の研究結果と比較し，実験データ数においてかなりの相異があるもの

の，大差はみられなかった． 
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§４ 土研資料データを用いたＳＧＳTフォーマットでの整理 

 

４－１ 概要 

 本章では、与えられた実験データに対して、耐荷力曲線の設定を変えた場合での、部材係数の挙動について

確認するものである。使用する実験データとして、土木研究所資料第 4090 号「鋼材料・鋼部材の強度等に関

する統計データの調査」１）に示されている５３個を用いた。 

 道路橋示方書（昭和４８年）２）に示されている自由突出板の座屈曲線を図-4.1３~６）に示す。ここで用いら

れているデータは、図-4.2 に示す橋梁と基礎「鋼構造部材の抵抗強度の評価と信頼性設計への適用(下)」７）で

も用いられている。データ数は４９個である。土木研究所資料の実験データは、数は多いが Dweight らのデ

ータが含まれていない。したがって、座屈パラメータが比較的大きい領域のデータが欠けている。 

 

 

 

図-4.1 道路橋示方書（昭和 48 年）       図-4.2 橋梁と基礎（昭和 55 年） 
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４－２ 基準耐荷力曲線の選定 

 選定した基準耐荷力曲線は以下の３種類である。 

(1) 道路橋示方書式 

 

 (4.1) 

 

 

(4.2) 

 

(2) 科研式８） 

 

(4.3) 

 

 

(3) EuroCode 式９） 

 

(4.4) 
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４－３ 実験結果と基準耐荷力曲線との関係 

実験結果と４－２で選定した基準耐荷力曲線との関係を図-4.3 に示す。 

 

 
図-4.3 実験結果と基準耐荷力曲線との比較 

 

 

また、文献７）の手法を用いて抵抗係数を算出した結果を表-4.1～4.3 に示す。 
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・道路橋示方書 

 

表-4.1 抵抗係数の算出（道路橋示方書） 

 

・科研 

 

表-4.2 抵抗係数の算出（科研） 

 

・ＥＣ３ 

 

表-4.3 抵抗係数の算出（ＥＣ３） 

 

  

座屈パラメータ 実験データ 設計係数 標準偏差 変動係数 信頼係数 抵抗係数 φ
Ｒ Ｎ Ｐｍ σｐ Ｖｐ ψ VR kR=1.65 kR=2.0
-0.5 8 1.087572 0.045931 0.042232 1.250708 0.127998 0.986562 0.930531
0.5-0.6 10 1.077396 0.050847 0.047194 1.239006 0.12972 0.973812 0.917558
0.6-0.7 5 1.059944 0.023003 0.021702 1.218935 0.122764 0.972027 0.919653
0.7-0.8 17 1.135501 0.124251 0.109424 1.305827 0.163014 0.954595 0.880091
0.8-0.9 6 1.37814 0.084734 0.061485 1.584861 0.135574 1.230332 1.155129
0.9-1.0 0 - - - - - - -
1.0-1.1 7 1.865164 0.168842 0.090524 2.144939 0.150979 1.610602 1.497258
1.1-1.2 0 - - - - - - -
1.2-1.3 0 - - - - - - -
1.3-1.4 0 - - - - - - -
重み付平均値 53 1.234015 0.090443 0.071341 1.419117 0.142954 1.082548 1.011155

座屈パラメータ 実験データ 設計係数 標準偏差 変動係数 信頼係数 抵抗係数 φ
Ｒ Ｎ Ｐｍ σｐ Ｖｐ ψ VR kR=1.65 kR=2.0
-0.5 8 1.087625 0.045769 0.042082 1.250769 0.127949 0.986712 0.9307
0.5-0.6 10 1.0774 0.050696 0.047054 1.23901 0.129669 0.973919 0.917688
0.6-0.7 5 1.0598 0.02308 0.021778 1.21877 0.122777 0.971868 0.919495
0.7-0.8 17 1.083353 0.059808 0.055206 1.245856 0.132845 0.972772 0.914845
0.8-0.9 6 1.147333 0.044956 0.039183 1.319433 0.127025 1.042892 0.984232
0.9-1.0 0 - - - - - - -
1.0-1.1 7 1.176429 0.102458 0.087092 1.352893 0.148947 1.020403 0.949875
1.1-1.2 0 - - - - - - -
1.2-1.3 0 - - - - - - -
1.3-1.4 0 - - - - - - -
重み付平均値 53 1.100189 0.056456 0.050931 1.265217 0.132025 0.989236 0.930695

座屈パラメータ 実験データ 設計係数 標準偏差 変動係数 信頼係数 抵抗係数 φ
Ｒ Ｎ Ｐｍ σｐ Ｖｐ ψ VR kR=1.65 kR=2.0
-0.5 8 1.087572 0.045931 0.042232 1.250708 0.127998 0.986562 0.930531
0.5-0.6 10 1.077396 0.050847 0.047194 1.239006 0.12972 0.973812 0.917558
0.6-0.7 5 1.059944 0.023003 0.021702 1.218935 0.122764 0.972027 0.919653
0.7-0.8 17 1.058216 0.042563 0.040221 1.216948 0.127349 0.961236 0.906994
0.8-0.9 6 1.102608 0.043568 0.039514 1.267999 0.127127 1.002024 0.945605
0.9-1.0 0 - - - - - - -
1.0-1.1 7 1.152422 0.099525 0.086362 1.325285 0.148521 1.000512 0.931621
1.1-1.2 0 - - - - - - -
1.2-1.3 0 - - - - - - -
1.3-1.4 0 - - - - - - -
重み付平均値 53 1.083897 0.050426 0.046107 1.246481 0.130233 0.978254 0.921358
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今回使用しているデータは，科研のデータと比べてパラメータλの大きい部分のデータが無く，やや強

度が高めになっている．（科研のデータは，次頁以降の橋梁と基礎のデータ参照） 

算出した抵抗係数の数値の傾向は，道路橋示方書が安全側過ぎるために大きな値（＞1.0）となってお

り，よりフィットさせた耐荷力曲線では小さい値（＜1.0）になっている．この傾向は，文献７）で示さ

れている道路橋示方書と後座屈強度を考慮した耐荷力式との関係（文献７）の表-8）と同様である． 

また、座屈パラメータの大きい領域（Ｒ＞0.7）での違いが全体の変動係数、抵抗係数に影響している

ことも枠囲いの数値の状況から見ることができる。 

 

SGST フォーマットの抵抗係数を，鋼・合成標準示方書の ISO フォーマットの部材係数に置き換える。 

SGST フォーマットから、ISO フォーマットの部分係数を算出するためには、部材強度の信頼度および

その変動性を表す係数から、材料係数γｍを分離する必要がある。ISO の書式において、単一材料で構成さ

れる断面（鋼断面）であれば、 

R（ｆｋ／γｍ）／γｂ＝R（ｆｋ）／（γｍ×γｂ） 

と表すことができるため、抵抗係数γｂは、 

γｂ＝１／（χ・γｍ） 

として、算出できる。γｍは Mm＝1.15、Vm＝0.11 という値を SGST および科研で用いていることから、

φｍ＝（1-1.65×0.11）×1.15＝0.9412、γｍ＝１／φｍ＝1.062 という結果を得ることができる。この値

を用いて抵抗係数から部分係数を算出した結果を表-4.4 に示す。 

 
抵抗係数 部材係数 

道路橋示方書式 1.083 0.869
科研式 0.989 0.952
EC3 式 0.978 0.963
文献７） 0.940 1.002
文献８） 0.847 1.112

表-4.4 部材係数の算出結果 

 

今回の算出結果を見ると、座屈パラメータの大きい領域で実験値との乖離が大きかったために、抵抗係

数の値が大きく（基準耐荷力曲線の実験値の離れが大きい＝下限値狙い）算出されていると推測される。

このために，「もっと抵抗値を大きくして良い（＜1.0）」と言う方向に部材係数が働いている． 

文献７）での結果は、基準耐荷力曲線式が異なるため参考としての結果である。文献８）では、同じ耐

荷力曲線に対して、より抵抗係数が小さくなっている。 

 

自由突出板の部材係数の値に支配的なのは，パラメータの大きい領域なので，この領域での精度の向上

が必要（＝慎重な耐荷力曲線の選定）と考えられる。 

また、耐荷力曲線の上限値を１．０としているが，一定値とする意味は塑性域を利用しないという思想

の現れと考えられ、確率統計的な処理から係数を算出する方法と合致していない。座屈パラメータが小さ

い（R＜0.7）の領域での耐荷力曲線の考え方の整理も必要である。 
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§５ まとめ 

  

 本編で得られた結果を以下にまとめる。 

 ２章では、許容応力度設計法に基づいて設計された非合成プレートガーダー橋を対象として、FORM

法により信頼性指標を算定し、続いて部材係数を算出する手法を示した。さらに、この手法に基づいて算

定された部分係数を用いて非合成プレートガーダー橋を試設計し、許容応力度設計法を用いた試設計断面

と比較検討した。その結果は、両者に明確な違いはあるものの、その差異に定性的な傾向を見出すには至

らなかった。 

 ３章では、鋼はりの実験データを基に、公称抵抗強度として道路橋示方書および座屈設計ガイドライン

の設計式を用いて設計係数の統計値および部材の抵抗係数を算出するとともに、設計係数に及ぼす荷重形

式の影響および圧延と溶接はりの相異について検討した．その結果、道路橋示方書では簡略化した座屈パ

ラメータを用いて安全側を設定しているため，抵抗係数が１を超えていること、座屈設計ガイドラインの

設計式は座屈パラメータなどが複雑であるが，圧延と溶接はりの強度相異を考慮でき，設計係数の平均値

は 1.1 程度に適合していることが明らかになった。 

 ４章では、土木研究所資料により実験データを SGST フォーマットに基づいて整理することで、我が

国の設計法を、部材係数などの部分係数を信頼性に基づいて設定し構造物の安全性を照査する設計法に移

行する際の課題について検討した。その結果、自由突出板の部材係数の値に支配的なのはパラメータの大

きい領域であり、この領域での精度の向上が必要、すなわち慎重な耐荷力曲線の選定が必要であること、

座屈パラメータが小さい（R＜0.7）の領域での耐荷力曲線の考え方を整理し、確率統計的な処理から係

数を算出する方法が必要であることを示した。 
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